
平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

外務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 109 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

私人への徴収・収納委託が可能な歳入範囲の拡大（旅券発給等事務に係る歳入歳出外現金の追加） 

 

提案団体 

大阪府、堺市、兵庫県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、外務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方自治法 243 条及び同法施行令第 158 条の規定は、歳入歳出外現金について、地方公共団体から私人へ

の徴収又は収納の事務の委託を認めていないところ、旅券発給等事務に係る歳入歳出外現金について委託を

可能とするよう、関連法令（地方自治法、旅券法や関係する施行令等）の改正を求める。 

 

具体的な支障事例 

旅券法に基づく旅券発給等の事務について、大阪府では、大阪府のパスポートセンターの他、事務処理特例制

度により、市町村へ権限移譲した上で執行している。 

同事務を市町村にて執行する場合、旅券法第 20 条第 2 項に基づき、大阪府手数料を市町村窓口において徴

収する必要がある。本府においては、現在は大阪府証紙を用いて徴収しているが、平成 30 年 9 月末をもって、

同証紙の廃止を予定している。それに伴い、平成 30 年 10 月以降は、市町村窓口において、現金による手数料

の徴収が必要となり、同徴収事務を旅券発給等の事務と一体的に、事務処理特例制度による市町村への権限

移譲事務として執行予定である。 

また、旅券発給等を取り扱う市民課・住民課の事務については、現在多くの市町村において、窓口の民間委託

を実施しているところ。 

しかしながら、市町村が大阪府手数料の徴収事務を執行する場合、市町村においてその取扱が「歳入歳出外現

金」となることから、同徴収事務は、地方自治法 243 条及び同法施行令第 158 条によると、私人への委託が不

可となっている。（総務省へ確認済） 

その結果、同徴収事務のみ、民間委託からは除外し、市町村職員が処理、または申請者に市町村指定金融機

関において納付いただく等による対応が必要となり、業務の効率化や住民の利便性の面で課題となっている。 

また、国が定める「経済財政運営と改革の基本方針 2017」において、業務改革等の推進として「窓口業務の民

間委託の全国展開を進める」としている中で、現在の状況は、窓口委託の促進の妨げとなりかねない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

事務の効率化や住民の利便性の向上等が可能となる。 

また、窓口業務の民間委託が促進される。 

 

根拠法令等 

・地方自治法 243 条 

・地方自治法施行令第 158 条 

・旅券法第 20 条 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

○当市は申請や受付等の窓口業務を委託しているが、徴収・収納事務は切り離して業務をせざるを得ない状況

である。 

 
 


